
別表第13 戸建住宅（詳細設計及び構造計算を必要とするもの）（別添二第十三号（第１類）関係）
（単位 人・時間）

床面積の合計 100fl 150fl 200fl 300fl

総合 710 760 800 860

^ 設計 構造 140 180 220 290

設備 110 130 140 150

総合 180 240 290 390

_ 工事監理等 構造 30 48 66 100

設備 38 49 59 77

別表第14 戸建住宅（詳細設計を必要とするもの）（別添二第十四号（第１類）関係）
（単位 人・時間）

床面積の合計 100fl 150fl 200fl 300fl

^ 設計

総合 350 490 610 850

構造 81 97 110 130

設備 110 130 140 150

_ 工事監理等

総合 180 240 290 390

構造 30 48 66 100

設備 38 49 59 77

別表第15 その他の戸建住宅（別添二第十五号（第１類）関係）
（単位 人・時間）

床面積の合計 100fl 150fl 200fl 300fl

^ 設計 270 360 430 570

_ 工事監理等 120 170 210 290
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別添四
１．設計に関する標準業務に附随する標準外の業務
設計受託契約に基づき、別添一第１項に掲げる設計に関する標準業務に附随して実施される業務
は、次に掲げるものとする。
一 住宅の品質の確保の促進等に関する法律第５条第１項に規定する住宅性能評価に係る業務
二 エネルギーの使用の合理化に関する法律第73条第１項に規定する建築物の外壁、窓等を通して
の熱の損失の防止及び建築物に設ける空気調和設備等に係るエネルギーの効率的利用のための判
断に係る業務

三 建築物の断熱性や快適性など建築物の環境性能の総合的な評価手法（建築物総合環境性能評価

システム）等による評価に係る業務

四 建築物の耐震改修の促進に関する法律第２条第１項に規定する耐震診断その他建築物の地震に

対する安全性の評価に係る業務

五 建築物の防災に関する計画の作成に係る業務

六 建築主が第三者に有償で委託した設計の代替案に関する評価に係る業務

七 設計に係る成果図書に基づく詳細工事費の算定に係る業務

２．工事監理に関する標準業務及びその他の標準業務に附随する標準外の業務

工事監理受託契約に基づき、別添一第２項に掲げる工事監理に関する標準業務及びその他の標準

業務に附随して実施される業務は、次に掲げるものとする。

一 住宅の品質の確保の促進等に関する法律第５条第１項に規定する住宅性能評価に係る業務

二 建築物の断熱性や快適性など建築物の環境性能の総合的な評価手法（建築物総合環境性能評価

システム）等による評価に係る業務

三 建築主と工事施工者の工事請負契約の締結に関する協力に係る業務

諸 事 項

破産手続開始

次の破産事件について、以下のとおり破産手続

を開始した。破産財団に属する財産の所持者及び

破産者に対して債務を負担する者は、破産者にそ

の財産を交付し、又は弁済をしてはならない。

平成２０年（フ）第７７５号

神奈川県愛甲郡愛川町三増835番地９

債務者 有限会社山田水産

代表者取締役 山田 益夫

１ 決定年月日時 平成20年12月12日午後１時

２ 主文 債務者について破産手続を開始する。

３ 破産管財人 弁護士 谷山 哲也

４ 破産債権の届出期間 平成21年１月16日まで

５ 財産状況報告集会・一般調査・廃止意見聴

取・計算報告の期日 平成21年３月17日午後４

時

横浜地方裁判所小田原支部民事部

平成２０年（フ）第８１７号

神奈川県厚木市妻田西１丁目29番25号

債務者 株式会社ライフ建設

代表者代表取締役 相磯 平

１ 決定年月日時 平成20年12月15日午後１時

２ 主文 債務者について破産手続を開始する。

３ 破産管財人 弁護士 田沢 剛

４ 破産債権の届出期間 平成21年１月16日まで

５ 財産状況報告集会・一般調査・廃止意見聴

取・計算報告の期日 平成21年３月24日午前11

時

横浜地方裁判所小田原支部民事部

平成２０年（フ）第６２５号

神奈川県座間市相模が丘５丁目２番34号

債務者 住商建設株式会社

代表者清算人 平岩 敬一

１ 決定年月日時 平成20年12月15日午後４時

２ 主文 債務者について破産手続を開始する。

３ 破産管財人 弁護士 松本 素彦

４ 破産債権の届出期間 平成21年１月16日まで

５ 財産状況報告集会・一般調査・廃止意見聴

取・計算報告の期日 平成21年３月17日午後３

時30分

横浜地方裁判所相模原支部™
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